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1   

ある社会全体の労働生産性というものを，具体的に・どのような算式でとらえ  

るかは，分析の目的や他の指標との関連などに・よって決められようが，いま最  

も普通の場合として社会全体の労働投入指数に対する社会全体の生産指数の比  

率をとりあげてみよう。   

この場合の算式として最も－・般的と思われるのほ．，♪：生産物1単位当たり  

付加価値，留：生産遍JJ：生産物1単位当たり必要労働患，添字0：基準時，  
（1）  

添字1：比較時として，つぎの2つの算式である。  

／ 
（1）  

／  （2）  

（1）式ほ，基準時の生産物1単位当たり付加価値をウェイトに用いた生産指数  

を，クエイト1を用いた労働投入盈指数で割ったものであり，（2）式は，比較時の  

生産物1単位当たり付加価値をウェイトに㌧用いた生産指数を，ウェイト1を用  

いた労働投入忌指数で割ったものであり，いずれも社会全体の生産性（0VeI－all  

pr・oductivity）指数とよばれるものであり，個々の産業内部の労働生産性の変  

化ばかりでなく，産業間の労働移動によっても影響を受けるものである。個々  

の産業の生産性の水準が－・定不変にとどまるとしても，より高い生産性水準に  

ある産業へのより低い生産性水準にある産業からの労働移動ほ．，社会全体の生  

産性指数の上昇を結果し，逆の方向への労働移動はその低落をもたらす。農業  

（1）拙稿「労働生産性指数の瓢式について」『香川大学経済論苗．』第43巻第1・2・3号昭   

和45年8月，p．113，E式の具体例である。   
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から工業への労働移動は社会全体の生産性水準をひきあげる作用をもつ。   

以上のことを考慮するとき，個々別々の産業での生産性の純粋の変化による  

社会全体としての生産性の変化を測る指標を，さきの社会全体の生産性指数と  

あわせて考える必要が起こる。この指標として－・般的なものほ，つぎの諸式で  

与えられる。   

算術平均式としては，  

（3）  

（4）  

∑♪0す1  

∑抽  

∑♪1卯  

∑抽   

（5）  

（6）  

が考えられ，調和平均式としては，  

∑少1す1   

∑♪0卯  

∑抽   

∑♪0射  

∑岬1   

∑♪1卵  

∑如0   

∑♪1す1  

（7）  

（8）  

（9）  

∑か1卯  （1印  

が考えられる○ これらの（3）～（1α式の算式は固有の意味での労働生産性（p工・0・  

ductivityproper）指数といわれるような生産性指数である。   
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筆者は，（1），（2拭であらわされる社会的全体労働生産性指数と，ここに小う  
●●●●●●●●  

固有の意味での労働生産性指数とを結びつけるものとしてり労働投入構造変化  
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●  
による社会的労働生産性変化をあらわすような指標を考えた0以下に・そ・の算式  

（2）  

を示そう。  

す1ム  

∑抽   ミ♪・〝・ここ〝－′；＿ －′－ノ＝／． ご－′′！ 
（11）  

∑♪0卯／∑酌ん  ‾ ∑♪0卯  ∑酌ん   

∑酌ん  

∑ヴ1gl   

著度＝事            ∑少0す1  

∑曾1Jl  

∑酌ん   

∑酌ん  

（12）  

∑曾1′1   

∑留1Jl  
／   

∑♪1仔1′∑曾1Jl   ‾  
∑♪1卵ノ ∑酌ん   

∑少1す1  ㈹  
ミ 

． 

∑留0ん  

∑α1′1   

∑卯   

∑♪1卯  

∑甘IJl  

∑酌ん  主∴ 三三、二   ヨ引瓢  

∑曾0ん  

上記4恒等式の左辺ほ，社会的全体労働生産性指数，右辺の第1項は固有の  

（2）このような指標を考え，実際に・引測したものとして，KaI・1BoI・Ch，りCausesofIn・   
creasesin NationalProductivity，”ProductivityMeasurementReview，Nov・1956，   
pp．11－15がある。   

そこでの考え方は，本文の記号を用いてかけば，社会的全体労働生産性指数として，  

∑ 
／，固有の意味での労働生産性備数として瀾投入構造変化  

∑♪○曾0  

曾。Jo－U’Uを考えている  による社会的労働生産性変化をあらわす指標として   

ものと思われる。（この式をあてはめて数値討界をしてみたが正確に・は一激しなかった0）   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



寛44巻 第3号  ーー 4 －  240  

意味での労働生産性指数，第2項がいま考えようとしている労働投入構造変化  

による社会的労働生産性変化をあらわす指標である。たとえば，（11）式のこの指  

標に・ついて考えてみると，分母子の基本系列は慧ぺあり，各業種の1時点に  

おける実質付加価値額を1時点における労働投入量で割った意味での1時点に  

おける労働生産性の水準をあらわすものである。こ．れをそれぞれ1時点の労  

働投入構造と0時点の労働投入構造を用いて別々に平均したものの比をとった  

ものがこの指標のあらわす内容である。それが1以上であるこ．とは，労働投入  

構造上から考え．て，より生産性水準の高い産業のウェイトが重くなったことを  

意味するものであり，社会的全体労働生産性を上昇させる働きをするものであ  

る。他の（12）～（14）式のこの指標に．ついても同様の説明が与えられるが，特に重要  

な点は，この指標のうち（11），（通式はそれぞれかヴ1，♪1卯を含んでおり，計測上  

問題が残挙が，（1乱（用式のこ・の指標は，統計的に・計測が容易であることであ  

る。（1劫式のこの指標は，社会的労働投入構造の変動指療として経常的に発表レ  

てゆくことも有意味であろう。  

2   

さて，以上のような構想にもとづいて，産業連関表のデー・タを用い社会的労  

働投入構造の変動指標を試静してみることにしよう。   

昭和40年価格評価昭和35年産業連関表が得られるので，♪1卵に．相当するデー  

タを供給してくれる。そこで，（13），（14）式を実際に計測することにしよう。   

データは，  

く3）   ♪1留1：昭和40年産業連関表第1表生産者価格評価表（56部門）  

（4）   か卵：昭和40年価格評価昭和35年産業連関表第1表生産者価格表（56部門）  

（3）行政管理庁，経済企画庁経済研究所，農林省，通商産業省，運輸省，労働省，建設省   

共編『昭和40年産米連関表一統計表と解説－』昭和44年3月。  

（4）行政管理庁，経済企画庁経済研究所，農林省，通商産業省，運輸省，労働省，建設省   

共編『昭和35年修正産業連関表・同40年価格評価表作成作業報曽』昭和45年3月。   
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（5）   ヴ1ん：昭和40年業種別就業者数  

（8）   酌ん：昭和35年業種別就業者数   

‾二十ご、ご  
から得られる。ただし，就業者数が，－・般作物，工芸作物，繊維用作物，その  

他の畜産養蚕（農業サーゼスを含む）の一括数字しかなかったので，こ．の4業  

種はまとめたし，また，建築，土木も同じ理由から1つにまとめた。精穀・椅  

粉は，国内総生産の欄の数値が負の値を示しているので，分類不明の産業と共  

に他の産業に．ふりわけた。  
し丁）   

計算結果は，つぎの表ゐようである。ちなみぬ季刊生産性統計の結果をも掲  

げてあるが，算式の異なること，業種の区分が異なることなどのためその動き  

ほ必ずしも一一・致してはいないようであるが，と．こでほ一つの試算としておき，  

今後の検討に．ゆだねよう。全産業については，労働移動による生産性上昇への  

寄与は相当大であることがうかがい知られる。製造業に．ついてほ，その値があ  

まり大きくないことが観察される。この理由として－ほ，鉄鋼，化学などの産業  

は自動制御装置の導入などによって－，その労働生産性を高めてゆくが，需要な  

どの関係もあって，かえって労働者を減らさざるを得ない面もあり，生産性の  

高い産業に必ずしも労働者を移動させ得ない場合もあるからであろう。  

（5）本来ならば，労働時間数がよいが，ここでは，便宜就業者数をとった。資料は，行政   
管理庁，経済企画庁経済研究所，農林省，通商産業省，運輸省，労働省，建設省共編『昭   
和40年産業連関表基本係数編』昭和44年3月。  

（61行政管理庁統計基準局『昭和35年産業連関表作成作業報告』昭和38年5月。  
（7）日本生産性本部生産性研究所『季刊生産性統計』による。（近似的に（11）式を用いる。）   
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表1 産業連関表に．よる始果（昭和40年）  昭和35年＝100  

労働移動に． よる生産性 変化（14）式  
lllOい56i143・86  

ミ全産業i159・06  
132．65  108．．45  

製造業i188u。。篭117．82⊆159．82r153，．98  
，  チ  

表2 季刊生産性統封の結果（製造業）  

全体労働生産性刷 指  
数  

机A）／（軌×100  

♯ この欄の数字は／筆者の試算である。   
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